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　Charter schools are an example of bringing market mechanisms into 
the public school system. This controversial idea is based on the following 
notion: Public schools don’t meet the needs of citizens, while private 
enterprise may be better able to reduce costs and maximize student 
achievement. It seems that this idea is working in charter schools in the 
USA. In this report, the history of charter schools, a visit to a successful 
charter school in San Diego, California, and some of the issues facing 
charter schools today will be discussed. 
キー・ワード：公教育の民営化、学校選択、市場の競争原理
１．はじめに
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和の方針が打ち出され、学校法人以外による学校の設置・運営、市町村に
よる教員採用、 多様な教育カリキュラムなどを認める教育特区の制度が始
まり、株式会社やNPOの参入も可能になり、硬直化した教育に改革をもた
らすことが期待された。しかし、10年経った現在、教育に目立った改革が
行われている気配はない。
　一方、米国においては公教育の民営化がチャータ ・ースクール制度によっ
て進行している。もともと米国の教育制度は州によって異なり、公教育が
全国統一であるべきという考え方が希薄である上に、多様な教育観が尊重
される風土にあるため、教育改革においても革新的な改革が受け入れられ
やすい基盤がある。
　チャータ ・ースクールを解説する言葉として「公教育の民営化」の他に、
「市場の競争原理を教育界に」、「州や地方の諸規則の適応免除」、「企業家が
公教育に参入」、「教員免許なしでも採用」など注目を引きやすい表現が並
ぶ。チャーター・スクールは、独自の教育哲学で学校運営を行うことがで
きる点では私学に近いが、私立との決定的な違いは、認可の交付を受ける
際に児童生徒の学力等の改善に関する契約を締結し、教育的成果を交付者
により定期的に評価され，一定の成果を上げなければ，認可を取り消され
る点にある。また、入学の選抜は行わず全員を受け入れ、授業料の徴収も
ない。私学とチャーター・スクールは本質的なところで競合しない。
　米国でチャーター・スクールが公立学校改革の一環として導入されてか
ら20年、チャーター・スクールの進展状況は興味深い様相を見せている。
現在、その数は毎年増加を続け、CER（The Center For Education Reform）
のによると、2011年時点で、全米各地で5714校が運営され、約194万人の児
童生徒を収容しているという。同資料によると、K−12（幼稚園から高等学
校卒業までの13年間の教育期間）に在籍する児童生徒は、約5524万人という
から、全米の約3.5％の児童生徒がチャータ ・ースクールに通っていること
になる。この論文で焦点を当てるカリフォルニア州においては、CER によ
ると2011年時点で、1008校が運営され、約41万人の児童生徒を収容してい
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るというから、2010年のカリフォルニア州K−12の児童生徒数はCalifornia 
Department of Financeによると約621万人なので、約6％～7%の児童生
徒がチャーター・スクールに通っていることになる。下の表は2000年から
2011年までの全米のチャーター・スクールの数を示した表である。2000年
に1,651校であったチャータ ・ースクールは2011年には5,714に達している。
CHARTER SCHOOL GROWTH 2000−2011
　Source: Center for Education Reform, 2011. 
　この右肩上がりの増加から、チャーター・スクールという公立学校が一
定の評価を受けて拡大していることが明瞭である。
２．研究テーマ
　本研究は、チャーター・スクール増加の実態をふまえ、米国カリフォ
ルニア州を中心にして、下記の点について調査と視察を実施し、さらに、
チャーター・スクールの今後について考察を加えるものである。
１．米国のチャーター・スクール制度の概要、誕生の背景、現状につい
て調べる。
２．カリフォルニア州サンディエゴのチャータ ・ースクール、High Tech 
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High Media Arts Charter Schoolの視察を行い、チャーター・スクー
ルの実態を調査する。
３．チャーター・スクールの運営経験者からの聞き取り調査を実施する
ことで、チャーター・スクールが抱える課題等について考察し、今
後を推測をする。
３．チャーター・スクールとは
３．１　チャーター・スクールの概要
　宗教、民族、文化が混在するアメリカ合衆国においては、多様な価値観
に基づいて、教育の目標、方法等に関して広範囲な考えが存在するために、
中央集権的公教育の枠組みになじみにくい土壌にある。チャータ ・ースクー
ルは、こうしたアメリカ社会の事情を背景として、多様な教育哲学が公教
育においても実践できるようにした制度である。
　チャーター・スクールのチャーターは「特別許可契約」のことで、法令
規則の適用を免除される可能性を含む。チャーター・スクールを申請する
者（保護者・教師・私的団体・公的団体など）は、既成の公立学校にはな
い新しい学校の設立趣旨を持って、州又は学区の教育委員会に申し出て、
認可を受けることになる。許可が出ると、学区にすでにある公立の学校と
生徒獲得の競争をすることになり、ここに市場の競争原理が生じる。公立
の学校であるので、生徒数の規模に応じて公費の運営費用が支出される。
一般の公立学校とチャーター・スクールは生徒募集だけでなく、教育成果
を統一試験で競争することになる。
　上村（2003）によると、チャータ ・ースクール誕生の契機となったのは、
アメリカ経済が国際競争力を弱体化させていた1980年代にさかのぼり、当
時レーガン政権下の教育長官ベレ（T.H.Bell）が、アメリカ経済の低迷の
原因は公教育水準の低下によるものであると主張し、1981年に連邦政府主
導の諮問機関「教育の卓越に関する全国審議会（National Commission on 
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Excellence in Education）」を設置したことに始まるという。同審議会は、
いくつかの教育改革の提案を行い、教育改革の議論は進んだが、実態とし
て生徒の成績に目立った改善は現れなかった。そうした中で、教育改革が
進まないのは、地方教育行政の官僚化、柔軟性を欠く法令規制、組合との
契約などが改革を阻んでいるからだとされ、伝統的な公教育制度の構造的
変革が議論されるようになった。そこで、家庭が公立学校を自由に選べる
ようにすることで、独占状態にある公教育へ市場原理を導入しようとする
動きが出てきて、チャーター・スクールの誕生につながったと指摘してい
る。
　文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会（第３回）に「アメリカの
チャータ ・ースクールについて」（2001）という資料が出されている。この
資料からチャーター・スクールの特質、及び文科省の視点が分かり興味深
い。この文科省資料では、チャーター・スクール誕生は「低学力をはじめ
とする様々な子どもの教育問題に取り組むため」という視点が中心となっ
ているが、村上（2003）は、独占的・官僚的な教育制度そのものへの不満
からチャーター・スクールが生まれてきていると指摘している。
３．２　チャーター・スクールが生まれた背景
　上村（2003）は、チャータ ・ースクールの背景には、公教育における「教
育の選択」の動きが加速したことがあるとしている。教育の選択とは、子ど
もが通う学校が決められている独占状態の公教育に学校を選択できるよう
にし、公教育に市場原理を導入しようとするものである。学校選択の形態
として、オルタナティブ・スクール、マグネット・スクール、バウチャー
制度などがさまざまな形態で試されたが、現在、最も拡大し、注目を浴び
ているのがチャーター・スクールである。
　オルタナティブ・スクールとは、広義では、従来型の学校教育活動とは
異なる学習プログラムを実施する学校の総称である。狭義では、特別な支
援を必要とする子供に手を差し伸べる学校である。1970年代から80年代に
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かけて、各地の教育委員会が、落ちこぼれや学業不振の子供たちのために
開講した。
　マグネット・スクールとは、文字通り、生徒を引き寄せる魅力的な特別
カリキュラムを持つことで、郡や市、学区あるいは周辺地域から、子供た
ちを磁石（マグネット）のように引き付ける学校という意味である。
　バウチャー制度とは、学校教育に使用目的を限定した「クーポン」を子
供や保護者に直接支給する制度で、私立学校の学費などに使うことで学校
選択の幅を広げることを可能にし、その結果、学校間の競争を生み、より
学校教育の質全体を引き上げることにつなげようとする政策である。バウ
チャーとは、クーポン券や商品引換券を意味する英語であり、個人を対象
とする補助金のことである。例えば、バウチャーを受給した貧困家庭は、
不満な公立学校から抜け出すことが可能になる。
　学校選択の考えは、市場の力が学校の達成レベルを上げるという考えに
基づいている。『チャーター・スクールの胎動―新しい公教育をめざして』
（フィン他、高野訳）（2001）には、例えば、「競争と市場の力を学校制度
に吹き込むことによりアメリカの教育を改善する機会を与えます・・・自
動車産業が、より優れた製品を提供する外国企業と激しい競争の中で変身
していくのと同じです」というセントラル・ミシガン大学チャーター・ス
クール事務局のジム・ガンナー氏の言葉が紹介されている。
　既成の公教育制度では、生徒に学校選択の余地はないので、どんなにひど
い学校でも確実に一定の生徒数が入学してくる。採用された教員は公務員
となり、待遇は組合が行う団体交渉により統一的な給与体系が決まり、教
師の仕事ぶりに関係なく同じに扱ってもらえる。生徒の学力が低下しても
解雇される教員はなく、優秀な教員が特別なボーナスを支給されることも
ない。学校も教師も教育の成果に対して説明責任がない。こうした既成の
公教育に対して改革を求める動きが、チャーター・スクールの背景にあっ
た。
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３．３　公教育の説明責任
　最初のチャーター・スクール法が1991年ミネソタ州で制定され、翌1992
年、同州において最初のチャーター・スクールが誕生して以来、チャー
ター・スクールの数は増加を続けている。この間、2002年ブッシュ大統領
は The No Child Left Behind Act（落ちこぼれゼロ法）に署名したが、これ
には経済的に困難な層、人種・民族によるグループ、障害者グループ、英
語を母国語としないグループなどを含めた全ての子供たちが、州の学習標
準に「順当に毎年前進していること」を州は示さなければならない、とす
る公教育の説明責任（accountability）を含んでいた。カリフォルニア州で
は、The No Child Left Behind Actに先んじて、1999年にカリフォルニア公立
学校アカウンタビリティー法（The Public School Accountability Act）を定
め、公立校は教育の目標と成果を毎年公に発表することを定めている。そ
の結果、図らずも、新たに作られたチャーター・スクールと既成の公立学
校とが、統一試験の結果に基づいて教育成果を公平に競い合うことになっ
た。
３．４　チャーター・スクールの設置者
　チャーター・スクールの設置者は、教員、保護者、私的又は公的団体、
市民活動家など、学校設立を希望する者なら誰でも設置組織を編成できる。
設置を希望する組織者は、学区の教育委員会、郡の教育委員会、州の教育
委員会、公立大学などの開設許可者（機関）のいずれかに教育計画を提出
し、公的な許可を受けることができる。開設希望者は、学区で競合するこ
とになる一般の公立学校と利害関係のない開設許可者（機関）を選んで申
請することが可能である。許可が出ると、州政府とチャーター（特別許可
契約）を交わした上で、一般の公立学校の運営に必要な教職員給与などの
すべての経費に相当する公費が支給される。開設者は、独自の給与体系で
教員を採用し、独自の教育方針で学校を運営できる。
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３．５　実態
　佐々木（2002）はカリフォルニアのチャーター・スクールの実態を公式
な数量データで分析・整理している。以下は、その概要である。
◦チャーター・スクールのうち３分の１は、既に存在していた公立学校が
チャーター・スクールとしての位置を得ている。こうした学校は、成果
を上げられなかった場合でも、元に戻るだけで，閉校になることはない。
◦チャーター・スクールの87％が、契約期間である5年が経過した後も、
契約を更新し、チャーター・スクールであり続けている。成果を上げな
ければ閉校になるとかなり厳しいイメージで語られることもあるが、実
態はチャーター（契約）を取り消された学校のほうが圧倒的に少ない。
◦チャータ ・ースクールの学校規模（生徒数）の平均は466人であり、一般
の公立学校の学校規模は695人である。データからはチャータ ・ースクー
ルのほうが小規模傾向と言える。
◦チャーター・スクールのAPIスコア （Academic Performance Index）は、
ほぼ正規分布を描いていて、チャータ ・ースクールがアカデミックな面で
特に優秀であるとも、そうでないともいえない。APIとは、アカデミック
な学力の到達度を示すテスト結果のことで、1999年のカリフォルニア公
立学校アカウンタビリティー法の中心となるもので、各種のアカデミッ
ク測定法によって学校の成果と成長を表す。
◦Similar 100 Rankをみれば、チャータ ・ースクールはランクの高いものと
低いものに二分される。Similar 100 Rankとは、属性が近似した100校の
中で、相対的にどの位置かを１～10スケールで順位づけされ評価される
ものである。
◦チャーター・スクールの生徒のうち「インディペンデント・スタディ・
プログラム」に在籍しているものは15％であるのに対し、一般の公立学
校生徒では１％にすぎない。佐々木（2000）は、チャーター・スクール
のかなりが、インディペンデント・スタディを行う生徒を意図的にター
ゲットにし、そのような学校づくりを戦略として行っている、とみてい
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る。インディペンデント・スタディ・プログラムでは、生徒は教師の指
導を受けるが、通常は他の生徒と一緒には授業を受けない個別学習であ
る。
３．６　チャーター・スクールに対する評価
　評価について文部科学省（2001）中央教育審議会の初等中等教育分科会
（第３回）資料「チャータ ・ースクールの評価」で、文科省は次の積極的評
価と否定的評価を指摘している。
３．６．１　積極的評価
◦独自の理念に基づく指導・・・チャーター・スクールの90％の教員が
チャーター・スクールの教育哲学に満足している。
◦少人数での学校運営・・・「わかるまで教えてくれる」、「自分たちを取り
残さない」、「教員の注意が行き届いている」など、生徒はチャーター・
スクールのきめ細かな指導を評価している。
◦学力の維持・向上・・・コロラド州では州内統一学力テストの結果が一
般公立学校よりチャータ ・ースクールのほうがよかったと報告している。
３．６．２　否定的評価
◦学校閉鎖等による教育的な混乱・・・契約内容（一定水準の学力の確保
等）を遂行できないチャーター・スクールは契約を取り消され、閉鎖さ
れる。1992年の第１号校設置以降、2000年12月時点で86校（全チャー
ター・スクールの約4％）が契約を破棄されている。
◦学校運営費の運用上の問題・・・適正な運用を保証する仕組みの欠如や
財政運用の失敗によって負債を抱えた場合の対処等の財政的な問題がお
きている。負債を誰が支払うのか、支出を認めた州や学区の責任などが
問題となっている。
◦教育水準の低下に対する懸念・・・数学や芸術などで資格のある教員確
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保が困難であったり、体育に関する指導が不十分なケースがある。
◦一般の公立学校との摩擦・・・一般公立校から生徒が流出することによ
り、州からの補助金の配分額に関して摩擦が生じている。
◦更新手続きにおける厳正な評価の欠如・・・教育的成果の評価に関して
疑問がもたれている。
◦人種分離に対する懸念・・・在学者の人種構成に偏りがみられるという
指摘がある。
４．チャーター・スクール視察：ハイテックハイ
　　（High Tech High） グループ
　2012年３月にカリフォルニア州サンディエゴにあるHigh Tech High 
Media Artsを訪問し、中学一年の理科の授業を見学した。授業は、Project-
Based Learning（プロジェクトを中心据えた課題解決型学習）で数週間に
渡る「基礎的な知識の学習→プロジェクト→発表」の一連の活動が計画さ
れていて、ちょうどプロジェクトに取り組んでいる段階であった。生徒は
学んだばかりの基本的な知識を使って、遺伝子組み換えによって想像上の
新生物を作り出す計画を練っていた。学んだ基礎的な語彙を用いて自分の
プロジェクトについて説明できることが求められていた。生徒たちの学習
活動に取り組む様子からも、彼等の科学的興味と関心を引きつけるのに十
分な教授法であり、効果が期待できると感じた。それぞれの中学一年生が
生み出そうとする新たな生命体には、大人の想像を超える独創的なものも
あった。しかし、授業の狙いは、遺伝に関する語彙や基礎知識の習得にあ
り、非科学的な部分は、教師によって指摘され、授業の題材となるであろ
う。興味関心を持って自主的に取り組み、基礎的な専門用語を理解できる
ようになり、それを応用して使えるようになるという点で、このプロジェ
クト授業は、目的を達成していた。最終段階のプレゼンテーションは翌週
に設定されていて、その日は保護者が参観できる公開授業の予定となって
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いた。
　訪問に同行してくれたリード氏の話では、チャータ ・ースクールと一般公
立学校との大きな違いは、教員の立場からすると、教員採用の仕方と勤務
条件の決まり方にあるという。一般的に公立学校の教員の採用は各学区の
教育委員会が行い、それぞれの公立学校に配置される。給料や労働日数な
どは、個人ベースではなく団体交渉により学区教育委員会と教員団体（組
合）間の協約（agreement, contract等）によって決定される場合が多い。し
かし、チャーター・スクールでは、教員は個々に雇用され、勤務条件も個
人ベースで交渉して決めることができるシステムになっている。リード氏
によれば、その結果、HTH（High Tech High）のような人気のあるチャー
ター・スクールに、若くて有能な教員が集まり、教員の最終学歴は一般の
公立学校より高い傾向があるということであった。参観した中学一年理科
の担当教員、エリカ・オルソンさんも、自然文化人類学での修士号を取得
したばかりの教員一年目であった。テリー氏は、エリカさんの教育実習で
の大学の指導者であった関係であった。
４．１　HTH誕生の経緯と発展
　High Tech High Media Arts Charter Schoolは、11校からなるHTHグルー
プの中で4番目に開設された学校である。グループの最初の学校は、2000
年にGary and Jerri-Ann Jacobs High Tech Highという名称で200人の受け
入れで開講した。校名にゲリ ・ージェーコブズ（Gary Jacobs）の名前があ
るが、彼の名前が校名にあるところにグループの特徴が表れている。
　ゲリー・ジェーコブズ氏は、米国IT（情報技術）企業の中で時価総額
で全米6位の巨大企業であるクアルコム（2012年、日本経済新聞）の経営
幹部である。彼の父親は、クアルコムの設立者、アーウィン・ジェーコブ
ズである。大企業経営幹部とチャーター・スクールが学校設立から密接に
結びついていたのである。
　このことは、HTHグループの特質を表す背景として非常に重要な点であ
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る。クアルコムの教育プログラムの責任者であったゲリー・ジェーコブズ
氏は、 Gary and Jerri-Ann Jacobs High Tech High Charter Schoolの理事長
としてチャータ ・ースクール申請の準備段階から参画している。当初から、
情報格差“digital divide”（情報通信技術の有無によって生じる、社会的お
よび経済的な格差）を問題提起し、今後いかに有能なハイテック分野の人
材を育成するかを学校設立のテーマとした。校名のHigh Tech Highはここ
からきている。ゲリー・ジェーコブズ氏は、私学を設立するのでなく、公
費で運営される公立の学校で裾野の広いハイテック分野の人材育成を目指
した。
　チャーター・スクール、HTHのケースは、産業界の実力者が公教育の運
営に参画して成功した一つの例である。ゲリー・ジェーコブズ氏のもとに
は、優秀な教育の専門家が参集し、実際の教育のカリキュラムや運営は、
これらの教育専門家が行っている。
４．２　High Tech High グループの教育成果
　カリフォルニア州においては、公立学校の教育成果がAPIスコアでラン
キングされている。スコアは200～900で表される。カリフォルニア教育
省（California Department of Education）が発表しているHigh Tech High 
Media Artsの2010年度のAPIスコアは、787となっている。中学・高校の平
均が747であったから、比較的高いスコアである。スコアからカリフォルニ
ア州全体の中でのランクを１（最低）～10（最高）の10段階でランクづけをす
るStatewide Rankでは、7となっている。
　このスコアの算出法は「カリフォルニア州統一学力テスト」 Standardized 
Testing and Reporting（STAR）Program と「カリフォルニア州高校卒業
試験」 California High School Exit Examination（CAHSEE）の試験結果に加
え、人種や別支援を必要とする生徒の割合などを元に計算されている。
　カリフォルニアでは、APIスコアは不動産価格にまで影響を与えること
があると言われている。APIスコアと不動産価値とには相関関係があると
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いうのだ。カリフォルニアで高得点を出す地域として、北カリフォルニア
のシリコンバレー地域を含むサンフランシスコ・ベイエリアがあるが、こ
の地域は不動産の価値も高い地域である。2010年のAPIスコアのトップ10
校中、9校がこのサンフランシスコ・ベイエリアの学校となっている。
　APIは、州全体におけるランク（Statewide Rank）の他に、近似した学校
100校の中での位置づけを表すランク（Similar Schools Rank）が１～10（10
が最高ランク）で発表される。近似した学校（Similar Schools）とは、児
童生徒の流動性、民族性、経済状態、英語を母語としない生徒の割合、ク
ラスサイズなどの特性が近似した学校である。High Tech High Media Arts
は、2010年度のSimilar Schools のランクは4となっている。
　総じて、High Tech High グループのAPIスコアは高く、卒業生の100％が
大学に進学し、そのうちの80％が4年制の大学に入学している。大学進学
者のうち約30％が理系に進学している点も特徴的である。全米では理系へ
の大学進学は17％であるので、理系の教育に成果を上げていると言えよう。
４．3　High Tech High グループの革新的な試み
　High Tech High グループが、サンディエゴで高い評価を得ている理由
は、学力テストにおいて比較的高いスコアを出している他に、一般の公立
学校とは違う革新的な運営が行われているからである。
　そのひとつに、インターンシップがある。クアルコムなどの300の企業で
生徒はインターンシップを行っている。学校と実社会とを結び付ける実践
的教育がこの学校の特徴となっている。インターンシップを通して実際の
仕事をする体験は、生徒の学ぶ目的意識を明確にし、さらに、基礎学力を
高めることにもプラスになるとする考え方は、HTHによって実証されてい
るといえる。
　次に、教員の質の保持がある。High Tech Highグループの新人教員教育
のために、カリフォルニア大学サンタクルーズ校及びサンディエゴ大学と
協定を結び、新人のための支援プログラムを導入している。さらに、2007
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年にHTHの組織内に教育大学院を開設したことは、グループの教育の質を
高めることに寄与していると思われる。K−12 school（初等・中等学校）
内に教育大学院が設置されたのはカリフォルニアで初めてのことであっ
た。このHTH教育大学院は、HTHの教員と外部からの受講者に、Teacher 
Leadershipと School Leadershipの修士号を授与することが出来る。勤務先
で働きながら修士号取得が可能となるシステムであり、向学心の強い教員
に一つの魅力となっている。
５．チャーター・スクールの課題
　チャーター・スクールが抱える課題について、チャーター・スクールの
運営経験者からの生の声を聞くことができた。2012年３月にカリフォルニ
ア州サンディエゴにあるジュリアン・チャーター・スクールの小学校・中
学校部門の副部長としてチャーター・スクールの運営に携わったカリン・
クヌッスンさんから課題を聞かせてもらった。彼女によると、チャータ ・ー
スクールの一番の問題は財政上のことであるという。チャーター・スクー
ルは、学区の教育委員会が対応してくれる一般の公立学校と違って、自前
で予算を立てて財政運営を行わなくてはならなく、予算計画は複雑な作業
となっているという。最大の問題点は、学校運営に関わる経費を一旦学校
が立て替えた後、後払いで公費が支給される点だそうだ。学年半ばの１月
になると一旦支出を止め、前年の支出状況を参考に調整に入るそうで、予
算関係は非常に複雑、且つ苦労が多いとのことであった。
　しかし、チャーター・スクールは今後もその数を増やしていくだろうと
クヌッスンさんは予想している。その理由として、以下の３点を挙げてい
る。
◦企業家がチャーター・スクールに関与していることが大きい。チャー
ター・スクールの一番の課題は、財政に関することであるが、企業家達
は、有能、且つユニークな発想で財政上の諸問題を解決してくれる。
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◦一般の公立学校が終身在職権（tenure）制度によって無能な教員を抱え
ている中で、チャーター・スクールでは無能な教員を保護することはな
い。
◦科学技術の発達で、子どもたちは何を学び、何を知る必要があるのかが、
時代とともに急激に変化しているが、チャーター・スクールはより迅速
に学習者の必要性に対応できる教育内容を提供できている。
　以上がクヌッスンさんの指摘である。クヌッスンさんの言葉からも
チャーター・スクールが一般の公立学校の問題点を修正した教育システム
であることがうかがえた。
６．まとめ
　1980年代に、当時の教育長官ベレは、アメリカ経済低迷の原因は公教育
水準の低下にあると主張した。当時、公教育の問題点として、地方教育行
政の官僚化、州や地域の柔軟性を欠く法令規制、組合との契約等が取り上
げられていた。公教育は生徒の学力向上に満足な成果を上げられず、教育
内容も時代の変化とニーズに対応できていなかった。教育行政は官僚的で、
公教育に携わる教員は、たとえ無能な教員であっても組合に守られ、待遇
が保障されていた。
　こうした公教育の問題を改革する制度としてチャーター・スクールが現
われた。全米公立チャーター・スクール連盟（National Alliance for Public 
Charter Schools）によれば、チャータ ・ースクールでは、授業日数・教材・
指導方法・指導内容などに関して自由な裁量があり、教員の採用も独自に
でき、給与は教育的な成果によって決めることが出来るため、概して組合
による集団交渉などが介入する余地が少なく、組合を結成するチャータ ・ー
スクールは12％にすぎない、と報告している。
　チャーター・スクールの基本的な考え方は、教育は、官僚的に上から押
し付けられるものではなく、市民による、市民のための教育であるべきと
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する自主・自立を重んじるところにある。既成の行政主導の教育システム
を改善する観点から、諸規則の免除や教員免許なしでの教員採用も生じて
いる。独占状態にあった公教育が民間に委ねられ、有能な企業家が公教育
に参入して市場の競争原理によって、教育成果を競い合う教育の形が生ま
れている。
　現在、米国では一般の公立学校とチャーター・スクールが共存状態にあ
り、双方の公立学校は、教育の内容について説明責任が負わされ、カリフォ
ルニアにおいては教育成果を統一試験などに基づくAPIスコアで公にして
いる。その成果を参考にして、保護者は子どもの行き先を選択することが
できる。これは、まさに市場の競争原理で、選択権のある消費者たる保護
者と児童生徒は、生産者たる学校のサービスと成果を選んで自由に買うこ
とができ、消費者に選ばれない生産者が消えていく形である。公立学校と
いえども、児童生徒が来なければ廃校となる可能性があるのだ。いかに選
ばれる学校に変わっていくかが求められることになる。
　チャーター・スクール視察を手配してくれたリード氏によると、チャー
ター・スクール運営に必要な経費として支給される公費は、一般の公立学
校が受け取る公費と対等なレベルであるが、新たな独自の教育計画に対し
てどの程度公費が支給されることになるのかが常に大きな問題となるとの
説明であった。
　もう一つの問題は、公立学校が成果を競い合う中で、教職員への要求
が多くなり、勤務条件を悪くする可能性がある点である。High Tech High 
Media Artsの場合、教師に求められることの多さから、一般の公立学校より
教員の在職年数が短いという。もし、チャーター・スクールにおいて、一
般の公立学校と同じ経費で、高い教育効果を求められるとしたら、最終的
に教職員の負担増の問題が生じる可能性がある。多くの教員には、チャー
ター・スクールの教育哲学には共感できるが、一般の公立学校のほうが組
合に守れているので安定しているという考えがあるという。
　チャーター・スクールの出現で、児童生徒が公立学校を選択できるよう
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になり、公教育に市場の競争原理が働くようになったことは大きな前進と
思う。今後、さらにチャーター・スクールがその数を増やすことになるの
か否かは、有能な教員たちが、組合に守られた職場でなく、チャーター・
スクールを職場に選ぶか否か、また、チャーター・スクールに対峙する一
般の公立学校が、市場の競争原理から、どのような改革を行ってチャー
ター・スクールと競い合うことになるのかが今後注目される点である。
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